第１号様式（第５条関係）       
                                                    　　               
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付申請書

                                                         　　　　　年　　月　　日

奈良県知事  殿
                                  　      所在地
                                          法人名
                                          代表者職氏名　　　　　　　　　　　

　　　　ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱の規定により、次のとおり補助金の交付を受けたいので、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第５条の規定により申請します。

　　１　補助金交付申請額　　　　                       円
　　２　経費の内訳                                                      

	
	項　　目
	補 助 対 象 経 費
	補助金交付申請額
	

	
	イニシャル経費
	
円
	
円
	

	
	家賃経費
	
円
	
円
	

	
	通信料
	
円
	
円
	

	
	進出企業社員出張経費
	
円
	
円
	

	
	企業人材育成費
	
円
	
円
	

	
	視察経費
	
円
	
円
	

	
	合　　　計
	
円
	
円
	

	３  補助事業の対象期間　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日




第２号様式（第６条関係）
                                                                　　          
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付決定通知書

                                                       　　　　　　　　　第　　　号
                                                           　　　　　年　　月　　日

                             　様

                                               　　奈良県知事　

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり交付することに決定したので、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第６条の規定により通知します。

　　　交付決定額　　  　　　　　　　  　　円
　　　交付決定額の内訳

	




	補助対象項目
	交付決定額
	

	
	イニシャル経費
	             円
	

	
	家賃経費
	円
	

	
	通信料
	円
	

	
	進出企業社員出張経費
	             円
	

	
	企業人材育成費
	             円
	

	
	視察経費
	             円
	

	
	合　　計
	             円
	

	
	
	
	
	

	





第３号様式（第９条関係）         
                                                  　　               
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金変更承認申請書

                                                         　　　　　年　　月　　日

奈良県知事  殿
                                  　      所在地
                                          法人名
                                          代表者職氏名　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により補助金の交付の決定の通知があった事業について、事業計画を変更したいので、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第９条の規定により承認されるよう申請します。

　　１　補助金交付申請額　　　　                       円
（既交付決定額）　　　　　　　　　　　　　　　 円
　　２　経費の内訳                                                      

	
	項　　目
	補 助 対 象 経 費
	補助金交付申請額
	

	
	イニシャル経費
	
円
	
円
	

	
	家賃経費
	
円
	
円
	

	
	通信料
	
円
	
円
	

	
	進出企業社員出張経費
	
円
	
円
	

	
	企業人材育成費
	
円
	
円
	

	
	視察経費
	
円
	
円
	

	
	合　　　計
	
円
	
円
	

	３  補助事業の対象期間　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
　　４　変更内容
　　５　変更理由


第４号様式（第９条関係）
                          　                             　                   
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書

                                                         　　　　年　　月　　日


奈良県知事　殿
                                  　      所在地
                                          法人名
                                          代表者職氏名　　　　　　　　　　　


　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金の交付の決定の通知があった事業について、事業を中止（廃止）したいので、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第９条の規定により提出します。


　　１　事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　２　事業施行地

　　３　事業の中止（廃止）の理由      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　４　事業の中止（廃止）後の措置

　　５  申請事由の発生年月日





第５号様式（第１２条関係）
                                                                         　　 
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金実績報告書

                                                         　　　　年　　月　　日


奈良県知事  殿
                                  　      所在地
                                          法人名
                                          代表者職氏名　　　　　　　　　　　


　　　当該年度に係る補助事業が終了したので、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第１２条の規定によりその実績を次のとおり報告します。

　　１　補助金の名称　　　　ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金

　　２　補助金決定額　　　　　　　　　　　　　　　円 

　  ３　補助金実績額　　　　　　　　　　　　　　　円 

　  ４　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円 

　  ５　交付決定年月日　　　　　　　　年　　月　　日

　　６　交付決定通知書文書番号　　　　

　　７　補助事業終了日　　　　　　　　年　　月　　日



　


第６号様式（第１３条関係）
                                                           　　               
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付額確定通知書

第　　　号　　
                                                         　　　　　　年　　月　　日

  様

                                  　      奈良県知事


　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった事業については、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第１３条の規定により、補助金の額を確定したので、通知します。

　　　　補助金確定額　　　　                       円





第７号様式（第１３条関係）
                                                           　　               
	ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金請求書

                                                         　　　　　年　　月　　日

奈良県知事  殿
                                  　      所在地
                                          法人名
                                          代表者職氏名　　　　　　　　　　　

　　　　ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱の規定により、補助金の交付の確定があった事業について、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第１３条第２項の規定により補助金を交付されるよう請求します。

　　　　補助金請求金額　　　　                       円
　　
	交付決定額
	円

	確定額
	円

	請求額
	円









第８号様式（第１４条関係）
                          　                             　                   
	消費税等仕入控除税額報告書

                                                         　　　　年　　月　　日

奈良県知事　殿
                                  　      所在地
                                          法人名
                                          代表者職氏名　　　　　　　　　　　


　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金の交付の決定の通知があった事業について、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定しましたので、ＩＴ関連サービス企業誘致事業費補助金交付要綱第１４条の規定により報告します。


　　１　補助金確定額
　　　　　　　　　　円

　　２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　円

　　３　消費税及び地方消費税の額確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　円

　　４　補助金返還相当額
　　　　　　　　　　円

※別紙として積算の内訳を添付すること。（様式任意）







別紙１
事業計画書

（１）事業実施主体の概要
	事業実施主体名
	

	代表者
	

	本社所在地
	

	支店等
	

	設立年月
	

	業種等
	

	従業員数
	

	売上高
	

	県内拠点の所在地
	

	県内拠点の業務内容
	



（２）事業計画の概要
	事業名
	

	施行地
	

	区分
	イニシャル経費・家賃経費・通信料・進出企業社員出張経費
企業人材育成費・視察経費

	事業内容
	

	操業開始日
	

	事業期間
	

	補助対象期間
	


※交付申請または変更承認申請に当たっては、年度別事業計画表（別紙２）、所要額（変更）調書・精算額調書（別紙３）、事業費積算資料及びその他知事が必要と認める書類等を添付すること。
[bookmark: _Hlk229988637]※区分については該当するものを選択すること。


別紙２
年度別事業計画表（変更承認申請兼用）
（単位：円）
	年度
	事業内容
	事業費
	事業費負担区分

	
	
	
	県費
	その他

	
	
	イニシャル経費
	
	
	

	
	
	家賃経費
	
	
	

	
	
	通信料
	
	
	

	
	
	進出企業社員出張経費
	
	
	

	
	
	企業人材育成費
	
	
	

	
	
	視察経費
	
	
	

	
	
	イニシャル経費
	
	
	

	
	
	家賃経費
	
	
	

	
	
	通信料
	
	
	

	
	
	進出企業社員出張経費
	
	
	

	
	
	企業人材育成費
	
	
	

	
	
	視察経費
	
	
	

	
	
	イニシャル経費
	
	
	

	
	
	家賃経費
	
	
	

	
	
	通信料
	
	
	

	
	
	進出企業社員出張経費
	
	
	

	
	
	企業人材育成費
	
	
	

	
	
	視察経費
	
	
	


※必要に応じて行を追加すること。
※変更承認申請の場合は、変更対象年度及び変更内容が分かるよう記載すること。



別紙３
所要額（変更）調書・精算額調書

	区分
	事業に要した経費
①
	補助対象経費
②
	補助率
③
	補助額
④
	上限額
⑤
	補助対象外経費
⑥

	イニシャル経費
	
	
	
	
	
	

	家賃経費
	
	
	
	
	
	

	通信料
	
	
	
	
	
	

	進出企業社員出張経費
	
	
	
	
	
	

	企業人材育成費
	
	
	
	
	
	

	視察経費
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


※②欄には、①欄のうち補助対象となる経費の額を記載すること。
※⑥欄には、補助対象外経費又は他の補助金等と重複する経費がある場合にその額を記載すること。

別紙４
補助金交付状況総括表
	申請
回数
	区分
	交付日
	交付額（円）
	補助対象期間

	1
	イニシャル経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	家賃経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	通信料
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	進出企業社員出張経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	企業人材育成費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	視察経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	合計
	
	
	

	2
	イニシャル経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	家賃経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	通信料
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	進出企業社員出張経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	企業人材育成費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	視察経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	合計
	
	
	

	3
	イニシャル経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	家賃経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	通信料
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	進出企業社員出張経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	企業人材育成費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	視察経費
	
	
	年　月　日～　　年　月　日

	
	合計
	
	
	


※必要に応じて行を追加すること。
別紙５

誓　　　　約　　　　書

　　私は、奈良県が奈良県暴力団排除条例の趣旨にのっとり、県の事務または事業から暴力団員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者を排除していることを承知したうえで、下記の事項について誓約します。
　　なお、奈良県が必要と認める場合は、本誓約書を奈良県警察本部に提供することに同意します。
記

１　私または自社もしくは自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。) 第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者
(4) 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者
(5) 暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
(6) 上記（１）から（５）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用するなどしている者
　　　　
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体または個人ではありません。

 　年　　月　　日

　　奈良県知事　殿


住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
       
　　　企　業　名    　　　　　　                               　 　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の生年月日  　　　　　　　　　　 　　　　　年　　　　月　　　　日　 


別紙６
事業実績書

（１）事業実施主体の概要
	事業実施主体名
	

	代表者
	

	本社所在地
	

	支店等
	

	設立年月
	

	業種等
	

	従業員数
	

	売上高
	

	県内拠点の所在地
	

	県内拠点の業務内容
	



（２）事業実績の概要
	事業名
	

	施行地
	

	区分
	イニシャル経費・家賃経費・通信料・進出企業社員出張経費
企業人材育成費・視察経費

	事業内容
	

	操業開始日
	

	事業期間
	

	補助対象期間
	

	事業の実施状況または実施結果
	


※実績報告に当たっては、所要額（変更）調書・精算額調書（別紙３）、支出証拠資料及びその他知事が必要と認める書類等を添付すること。
※区分については該当するものを選択すること。


